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［要旨］生態系炭素収支のサイト間比較や統合解析を推進するためには、各サイトで取得される

データ、なかでも渦相関法によるフラックスデータの品質が管理・統一されていることが重要で

ある。本課題は、テーマIに参画しているタワーフラックス観測サイトのフラックス観測手法の実

態を把握し、観測手法の差異がフラックス値に及ぼす影響を明らかにするとともに、データ処理の各

段階のなかで特に問題となる品質管理の標準化手法と簡便な欠損データ補完法を提示することによ

り、プロジェクトのデータベースの構築や統合解析に貢献することを目的とした。テーマI参画サ

イトに対して実施した観測手法の実態調査により、渦相関計測システムについてはオープンパス

型とクローズドパス型が混在している点を除けば問題は少ないが、データ処理法についてはフラ

ックス計算法や品質管理法に違いがあることが明らかになった。既往の文献・資料の調査や、テ

ストデータを各サイトに配布して実施した比較実験により、同一の計測システムであっても、サ

イト間の計算手法の違いにより、潜熱およびCO2のフラックスの1ヶ月間平均値に10～15％の差が

生じる可能性があるので、サイト間でフラックスの定量的な比較を行う場合には、計算手法の違

いによる影響を考慮した判断が必要なことがわかった。フラックスデータの品質管理については、

渦相関原データの統計値の検査を基本として、これに定常性や乱流強度等の検査を付加すること

により、適切な品質管理が行えることや、偶然誤差も定常性の検査として有効なことを示した。

また、水田とカラマツ林で観測されたCO2フラックスの年間データを用いて、オープンパス型とク

ローズドパス型渦相関法の比較を行い、両者には系統的な差異があり、その主な要因は超音波風

速温度計の温度信号を用いた密度変動補正項の過大・過小評価にあることを明らかにした。さら

に、サイト間比較や統合解析への適用を目的とした簡便かつ誤差評価が可能な欠損データの補完

法として多重代入法の有効性を確認し、テーマIの草原・農耕地サイトの炭素収支の比較研究に適

用した。 
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［キーワード］渦相関法、標準化、品質管理、補完（補間）、サイト間比較 

 

１．はじめに 

 本プロジェクト研究のテーマIでは、シベリアから東アジア、東南アジアに分布する15のタワー

フラックス観測サイトで、二酸化炭素、水蒸気、顕熱の各フラックスや、微気象、土壌呼吸量、

生態学的調査の結果などの地上観測データが長期間にわたって収集される。このデータを用いて、

観測サイト毎の炭素収支の詳細な研究を行うとともに、各サイトのデータを集積したデータベー

ス(S1-DB)を構築・活用して、サイト間比較や統合解析を展開する。この場合に問題となるのは、

テーマIで「共通の」フラックス観測手法として採用されている渦相関法で得られたデータの品質

の統一である。 

 一般に、多数の観測点のデータを集積したデータベースが、サイト間比較や統合解析に有効活

用されるためには、データの品質が統一され、各観測点のデータ間の相互検定がなされている必

要がある。しかし、本プロジェクトは既存の観測サイトを結集する形で開始されたため、フラッ

クスの計測にはオープンパス型渦相関法（OPEC）とクローズドパス型渦相関法（CPEC）の二種類

のシステムが混在している。また、計測と並んで重要となるデータ処理法も必ずしも統一されて

いない。渦相関法のデータ処理には、フラックスの計算、品質管理、欠損データの補完（補間）

などの段階がある（図1）が、それぞれの段階での処理方法の相違が、最終結果として得られるフ

ラックス値にどのような影響を与えるかは明確ではない。サイト間比較や統合解析を進めるため

には、これらの観測手法（計測システムやデータ処理法）の相違がフラックス値に及ぼす影響を

系統的に整理してプロジェクト内に提示するとともに、可能な範囲で観測手法の標準化を進め、

品質の統一されたデータベースを構築する必要が

ある。 

 また、フラックスの期間積算値を算定するために

は、測器の故障や保守点検に伴う欠測や、品質管理

による棄却等によって生ずる欠損データを偏りな

く補完することが不可欠である。現在、一般に用い

られているLook-Up Table法（LUT法）や非線形回帰

法（NLR法）は、作業が煩雑、階級幅や閾値のとり

方が標準化されていない、推定値の誤差評価が困難、

などの問題がある。また、テーマIに求められるサ

イト間比較や統合解析では複数サイトの複数年の

データを処理する必要があるので、より簡便な補完

法が求められる。 

 

２．研究目的 

 本課題では、サイト間比較や統合解析に耐えるデータベースを構築するため、テーマIに参画し

ている各観測サイトのフラックス観測手法の状況を把握し、観測手法の差異がフラックス値に及ぼ

す影響を文献調査とテストデータを用いた比較実験によって明らかにするとともに、データ処理の各

段階のなかで特に問題となる品質管理の標準化手法と、複数サイトの年間収支比較のための簡便な欠

 

図1 渦相関法のデータの処理手順 
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損データ補完法を開発し、S1-DBの構築や統合解析に貢献することを目的とする。また、テーマIV

と連携しながら、先行する炭素収支関連データベースとの互換性に配慮しつつ、フラックス、微

気象、土壌呼吸量、生態学的調査のデータを登録するためのS1-DB用データフォーマットを作成し、

テーマIに参画する各サイトのデータを収集する（テーマIVの報告を参照）。なお、S1-DBの運用

はテーマIVが担当する。 

 

３．研究方法 

（１）タワーフラックス観測サイトの観測手法の実態把握  

 テーマIに参画しているタワーフラックス観測サイトのフラックス計測システムとデータ処理

法の現状を把握するために、2004年2月にアンケート調査を実施し、協力サイトも含めて16サイト

(森林9サイト、草原・農耕地7サイト)から回答が得られた。その結果を集計し、分析を行った。 

 

（２）観測手法の差異がフラックス値に及ぼす影響に関する文献・資料調査 

 既往の文献・資料の調査により、計測システムおよびデータ処理法の相違がフラックス値に及

ぼす影響に関する結果を整理した。 

 

（３）データ処理法の比較実験 

 テストデータとして、カラマツ林サイト（苫小牧フラックスリサーチサイト、TMK）の着葉期と

落葉期、水田サイト（真瀬、MSE）の耕作期と休耕期について、それぞれ約1ヶ月分の渦相関原デ

ータ（10Hzで取得されたデータ）と、フラックスの計算に必要な微気象データを準備した。森林

サイト担当のグループにはTMKのテストデータを、草原・農耕地サイト担当のグループにはMSEの

テストデータを配布し、各サイトで採用している方法でデータ処理を実行してもらい、その結果

を回収して比較した。なお、森林サイトにはCPECとOPECの両計測システムが混在しているので、

TMKについては両方のシステム用のテストデータを準備し、それぞれを該当するグループに送付し

た。草原・農耕地サイト用に準備したMSEのテストデータはOPEC用である。 

 

（４）渦相関法データの品質管理手法の検討 

 渦相関原データに対する品質検査1)、定常性の検査2,3)、乱流強度検査2)などの各種の品質検査を、

MSEのOPECによる2年間の観測データに適用し、それぞれの品質検査の特徴や適用上の留意点を整理

した。また、各種の品質検査の結果に基づいて、データの品質を総合的に判定する方法を検討し

た。 

 

（５）OPECとCPECによるCO2 フラックスの比較 

 OPECとCPECの両計測システムを併用しているMSEとTMKのそれぞれ1年間分のデータセットを用

いて、OPECとCPECで測定したCO2 フラックス（貯留項は除外）を比較し、両システム間の差異を

把握するとともに、差異の原因を解析した。品質検査を通過して比較に用いられたデータ数の年

間データ数に占める割合は、MSEが35% TMKが26%であった。 

 

（６）サイト間比較研究に有効な欠損データの簡易補完法の検討 
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 簡便かつ推定値の誤差評価が可能な欠損データの補完法として、多重代入法(MI法) 4)をとりあ

げた。森林のフラックスデータの補完にMI法を試験的に適用し、妥当な結果が得られたことが報

告されている4)ので、本課題では森林とはフラックスの大きさやその季節性が異なる水田サイト

（MSEおよび岡山市八浜、HCH）のデータを用いて、MI法の有効性や使用上の留意点について検討

した。MI法を適用する場合には参照変数の種類は多い方がよいとされている 5)が、本課題ではサ

イト間比較研究での実用性を重視し、いずれのサイトでも測定がなされ、かつ欠測の少ない下向

き短波放射量、気温、飽差、純生態系CO2交換量（NEE）、潜熱および顕熱フラックス、摩擦速度

（u*）からなるデータセットを用意した。予備的な検討で、同一の気象条件下でも全く異なる地

表面状態が出現する水田のようなサイトのフラックスデータの補完処理において、通年データに

対して一括してMI法を適用することは不適切なことが判明した。そこで、データセットを年始か

ら15日ごとの年間24個のサブデータセット（24番目のサブデータセットは20日ないし21日分のデ

ータが含まれる）に分割して、MI法による補完処理を行った。また、上記のデータセットとは別

に、夜間のNEE（すなわち生態系呼吸量、RE）と日中・夜間の気温からなるデータセットを用意し、

日中のREを欠損データとして（補完対象として）取り扱うことにより、日中を含めたREの推定が

可能かどうかを検討した。 

 

４．結果・考察 

（１）プロジェクト開始時におけるテーマI参画サイトとFLUXNETにおける渦相関法の観測手法の状況 

 2004年2月に実施したアンケート調査の結果の要約を表1に示す。この結果から、テーマIの計測

システム(測器)はほぼ統一されており、正しく運用されていれば問題は少ないが、データ処理法

は観測サイト間で違いが存在することが明らかになった。次に、世界的な陸域炭素収支観測ネッ

トワークであるFLUXNETと、その傘下の地域観測ネットワークのホームページ上で渦相関法のデー

タ処理方法の公開状況を調べた結果では、データ処理方法を提示している地域観測ネットワーク

は少なく、提示している場合でも「推奨する」あるいは「好ましい」という慎重な表現がなされ

ており、提示されている手法も地域ネットワーク間で必ずしも統一はなされていないことがわか 

 

表1 プロジェクト開始時におけるテーマI参画サイトのフラックス観測手法の状況 

項 目  状 況  

計測システム  

OPEC/CPEC 

超音波風速温度（SAT）  

赤外線ガス分析計（ IRGA）  

 

森林サイトは2サイトを除いてCPEC、草原・農耕地サイトは全サイトでOPEC。  

3社7機種が混在。  

OPEC、CPECとも、ほとんどのサイトが同一メーカーの製品を使用。  

データ処理  

フラックス計算  

品質管理  

 

 欠損データの補完  

 

座標変換、トレンド除去、コスペクトルの高周波数域の損失補正等が異なる。  

天候やフラックス・風速の閾値など、特別な計算を必要としない方法を採用している

サイトが多い。  

NEEの欠損データは、日射量または光合成有効放射量と純一次生産量（GPP）、温度と

REとの関係式を用いて補完を行っているサイトが多い。  
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った（詳細は平成15年度中間成果報告集、p151、表1参照）。これは、観測ネットワークにはさま

ざまな地形、地表面状態のサイトが混在しているうえに、データ処理法自体が研究対象となって

おり、汎用性のあるデータ処理法を提示することが困難なためと推定された。このような状況に

対処するために、テーマIでは渦相関原データを可能な限り保存して、データ処理法の進化にとも

なう再計算に備えることを提案し、各サイトの合意を得た。また、本課題ではデータ処理方法の

差異がフラックス、特にNEEの年間積算値に与える影響を調査することとした。 

 

（２）既存の文献にみられる観測手法の差異がフラックス値に及ぼす影響 

 観測手法の差異がフラックス値に及ぼす影響に関する既往の文献調査の結果を表2に要約した。

この結果から、計測システムではOPECとCPECの差異が重要であり、データ処理手法ではu*補正の

有無と閾値を明示する必要があることが明らかになった。なお、OPECとCPECの比較に関しては、

気象条件やフラックスの大きさによって傾向が異なる可能性があるので、長期間のデータに基づ

く独自の調査が必要であることがわかった。 

 

表2 既往の主な文献にみられる観測手法の差異がフラックス値に及ぼす影響 

比較項目  フラックス値に及ぼす影響  

計測システムの差異  

 同一機種で構成される二組  

のCPEC 

 

 CPECで IRGA同一、SAT異機種  

  

OPECとCPEC 

 

・顕熱フラックスで7％、潜熱フラックスで9％、CO2フラックスで15％の差が生

じる（二組のデータの回帰直線の傾きより） 6)。  

・スカラー量のフラックスの差は小さい。CO2フラックスの比較ではRMSEは

1.9mol m-2 s-1以下 7)。  

・夜間はOPECの方が放出フラックスを小さく評価する傾向があり、その傾向はu*

とともに強まる 8)。  

データ処理法の差異  

座標軸回転  

コスペクトルの高周波数域  

の損失補正  

 

u*補正  

 

・小麦畑では、年間NEEに及ぼす影響は10%（±15 g C m-2）以内 9)。  

・OPECではセンサー間距離が、CPECではチューブ内減衰の影響が重要。CPECに

おけるインダクタンス係数を20％過大・過小評価しても、年間NEEへの影響は5 

g C m-2と小さい 9)。  

・適用の有無やu*の閾値により、年間NEEに100 g C m-2程度の差が生じうる 9)。  

 

（３）データ処理法の比較実験の結果 

 データ処理の各段階（図1）のなかで、フラックスの計算手法のサイト間差(主な相違点は、ト

レンド除去の適用の有無、座標回転の方法、周波数補正の適用の有無)が総合的にフラックスの計

算値に及ぼす影響に着目して、比較実験の結果を解析した。その結果、以下のことが明らかにな

った。1)線形トレンド除去、Triple Rotation法の組み合せで計算したフラックスの30分値は、ト

レンド除去なし、Double Rotation法の組み合せに比べて、低フラックス領域でのばらつきが大き

かった。2)周波数補正により、フラックスは5％程度大きくなった。3)測定システムが同一であっ

ても、データ処理法の違いにより、潜熱フラックス、CO2フラックスとも、1ヶ月間平均値に10～

15％程度の違いがみられた。この結果から、同一の計測システムを採用している観測サイト間の

比較を行う場合であっても、フラックスの期間平均値の差が10～15％以内の場合には、フラック

ス計算手法の相違による影響を慎重に吟味したうえで、サイト間差の定量的な議論を行うか、ま

たは同一の計算手法を用いて再計算を行う必要があることがわかった。 
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（４）渦相関法のデータに対する品質管理手法 

 MSEのデータに各種の品質検査を適用した結果から判明した、それぞれの品質検査の特徴を表3

に示す。この結果に基づき、渦相関原データの統計値の検査を基本として、定常性および乱流強

度の検査、ランのデータ収録時間、風向、降水の有無の情報を加えて、フラックスデータの品質

を総合評価する手順を提示した。この品質管理を通過したデータは、品質管理前に比べて熱収支

の充足率が上昇することから、品質管理が適正に行われていることが確認された 10)。また、密度

変動補正項を含めてOPECによるCO2フラックスの偶然誤差 11)を評価し、偶然誤差の割合はCO2フラ

ックスが負（水田による吸収）の場合にその絶対値の約10%であり、非定常性（ISR）2)が高い場

合には偶然誤差も大きいことがわかった 12)（図2）。これにより、偶然誤差を定常性検査に利用可

能なことが明らかになった。実際に偶然誤差を品質管理に適用した例を図3に示す。ここでは、偶

然誤差がCO2フラックスの絶対値プラス2 mol m-2 s-1を超えるデータを棄却した。図3から、渦相

関原データの諸統計値の検査を通過したフラックスデータのなかで、NEEの季節変化パターンから

大きく外れたデータが選択的に棄却されていることがわかる。 

 

表3 それぞれの品質検査の特徴 

品質検査法  特徴  

渦相関原データの諸統計値  

 

 

定常性(ISR)2) 

 

定常性(NSR)3) 

乱流強度（無次元標準偏差のモニ
ン・オブコフの相似則からの逸
脱度）  

偶然誤差  

・降水、タワー付近での作業による環境の悪化、測器を取り外しなどの異常

なランを判別できる。実際の適用に際しては、サイトの状況を考慮して、

一部のテストの閾値変更が必要。  

・ランの中にトレンドが含まれている場合を検出できる。共分
散値がゼロに近い場合の判定が難しい。  

・ランの途中で乱流変動特性が変化する場合を検出できる。  

・渦相関法の測定に適した乱流現象が生じているかどうかの判
別に有効。比較の基準となる経験式の汎用性を確認する必要
がある。  

・定常性の検査として代用できる。  
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（５）OPECとCPECによるCO2フラックスの系統的差異 

 MSEとTMKのデータの解析13)により、OPECとCPECとで測定されたCO2フラックスには系統的な差が

存在することがわかった。系統的差異の最大の要因はOPECで必須となる密度変動補正項であり、

風速や顕熱フラックスが大きい条件下で密度変動補正項が過大または過小に評価され、その結果

として、CPECに比べてOPECによるCO2フラックスが大きく、または小さくなったと推定される。両

計測システム間の系統的差異は、SATの温度信号を用いて密度変動補正項を評価するOPECではどの

サイトでも生じる可能性がある。しかし、差異の大きさはサイトの条件や季節によって異なり、

裸地や積雪地などのように密度変動補正項の寄与が相対的に大きいサイトや、風速が5 m s−1以上、

あるいは顕熱フラックスが200 W m−2以上となるサイトでは、両計測システム間の差が大きくなる

と予想される。裸地状態の水田で、OPECによって観測された下向きのCO2フラックスも、顕熱フラ

ックスが大きな条件下で、密度変動補正項が適切に評価されていないことが原因と考えられる14)。

欠損データの補完前のデータセットを用いて、両計測システムによるCO2 フラックスの年間積算

値を比較すると、MSEではOPECの方がCPECに比べて吸収量が5 g C m-2（1.9%）大きく、TMKではOPEC

の方が36 g C m-2（8.6%）大きかった。なお、上記の結果は両計測システムの相対的比較である。

どちらの計測システムが年間炭素収支を精度よく評価できるかを明らかにするためには、両計測

システムで得られた長期的な炭素収支と、生態学的調査による炭素収支との比較・検討を、さら

に積み重ねる必要がある。 

 

 

図2 MSEのOPECによる密度変動補正後の

CO2フラックス（CFc）と偶然誤差（SECFc）

との関係12)。渦相関原データの統計値によ

る品質検査を通過後のデータを、水稲の生

育期間（●）と非生育期間（○）に分けて、

CFcの階級別にSECFcの平均値を計算した。 

 

図3 品質管理の適用例。バングラデシュ農業大

学内の水田サイトでOPECによる観測で得られた

1年間のNEE（上図）に、渦相関原データの統計

値の検査を適用し（中図）、さらに偶然誤差に

よる品質管理を適用した（下図）。 
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（６）MI法による欠損データの簡易補完 

 2003年5月～8月にMSEで観測されたNEEを用いて、MI

法による補完処理の検証実験を行った。15日間毎のサ

ブデータセットに含まれる品質検査を通過したNEEの

実測値から30％をランダムに削除した後、MI法でサブ

データセットの補完処理を行った。削除されたNEEの実

測値とMI法による推定値（補完値）との比較を図4に示

す。MI法による推定値はNEEが負の領域でその絶対値

（生態系によるCO2吸収量）をやや過小に評価する傾向

が見られるが、この傾向はMI法に限らず、LUT法やNLR

法でも報告されており 15）、これらの補完法に共通する

問題である。一方、潜熱・顕熱フラックスについては、

実測値に対するMI法による推定値の回帰式の傾きは1

に近かった。 

 次に、MI法による補完後のNEE及びRE（15日間平均の

1日当りの値）を従来法と比較した。例として、HCHの

2003～2004年の結果を図5に示す。MI法による補完後の

NEE及びREの平均値は、一般的に使用されているNLR法

による補完後の平均値とよく一致した。ただし、夜間

の欠測率が高い期間のREについては、MI法とNLR法と

の違いが顕著であった。このような期間については、

前後の期間との結合などの期間分けの方法を修正す

ることにより、両手法間の差は縮小した。なお、今回

のMI法による補完では、いわゆるu*補正は採用せず、

補完すべきデータセットの一変数としてu*を加えた。

u*補正が一般的に適用されている森林サイトにMI法

を適用する場合には、u*補正をどのように取り扱うか

が課題となる。 

以上の点に留意すれば、MI法は従来法と同等の精度を

もつ、より簡便な欠測値補完法として、サイト間比

較・統合解析に適用できることがわかった。MI法をサ

イト間比較研究に適用した例については、別課題（農

耕地生態系における炭素収支研究）で報告する。 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本課題は、渦相関法という「共通」の観測手法に内在するサイト間の差異がフラックス値にど

のような影響を及ぼすかを明らかにするとともに、汎用性のあるデータの品質管理法や、簡便な

 

図－X 従来の欠測補完法（非線形回帰法）から

求めた 15 日平均の NEE 及び Reco と MI

法によるそれらの比較（HCH サイト，

2003－2004 の事例）．実線は 1：1 ライン，

点線は±10％ラインを意味する． 
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図5 MI法およびNLR法で補完した15日

間平均のNEE及びREの比較（HCH、2003～

2004年）。実線は1：1、点線は±10％の

直線を表す。 
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図－X 実際の観測値と，MI 法による推定値の

比較例．実線は線形回帰式，点線は 1：1 ライン

を意味する． 

 

図4 MI法による補完の検証実験の結

果。MSEにおけるNEEの実測値とMI法に

よる推定値の比較で、実線は線形回帰

式（モデルⅠ）、点線は1：1の直線を

表す。 
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欠損データの補完法という、フラックスデータの品質の標準化に有用な手法を提供した。これら

の成果は、本プロジェクトで蓄積されたフラックス観測データの利用に必要な基本情報や信頼性

の基準を提供するものであり、本プロジェクトの共有データベースの構築やデータの相互利用に

貢献した。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

 本課題の成果は、今後、AsiaFluxの活動を通じて、アジア地域の炭素収支研究に関する地上観

測データの統合化に活用され、わが国及びアジア地域の陸域炭素収支に関するデータの統合化と

その利用促進を通じて、京都プロトコルの実施に貢献するものである。 
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